
　本文に掲載されている用語の説明です。

「掲載箇所」に記載されている内容は以下のとおりです。

単語（事項等の名称） 解　　　　　説 掲載箇所

ＡＩＳ:Automatic
Identification System

　船舶の識別符号、種類、位置、針路、速力、航行状態及びその他の安全に
関する情報を自動的にVHF帯電波で送受信し、船舶局相互間及び船舶局と陸
上局の航行援助施設等との間で情報の交換を行う装置のこと。

314

ＢＣＰ（業務継続計画）
　Business Continuity Plan、災害や事故など不測の事態を想定して、事業継続
の視点から事前に対応策などを定めた計画。

111
緊急1

ＢＯＤ
　Biochemical Oxygen Demand、生物化学的酸素要求量。河川の汚濁の指標と
して用いられ、水中の汚濁物質（有機物）を微生物によって分解させたとき
に消費される酸素の量。

154

ＣＡＬＳ/ＥＣ

　公共事業の調査、計画、設計、積算、入札、施工および維持管理等の各段
階で発生する各種情報を電子化し、インターネット等のネットワークを利用
して、受発注者等の関係者間あるいは各事業段階において効率的に情報の交
換・共有・連携をする公共事業支援統合情報システム。

行政運営8

ＣＩＯ補佐業務

　本県のITガバナンス体制や制度の構築・運用に関する中心的役割を担うこ
とにより、専門的見地から全庁のIT効率化および効果的な利活用に関する提
案・助言等を行う業務。
（CIO＝Chief Information Officer:情報統括責任者)

行政運営7

ＣＬＭ（Check List in Mie）
　保育所、幼稚園等に通う発達障がい児等の行動等を観察し、「個別の指導
計画」を作成するために、県立小児心療センターあすなろ学園が開発したア
セスメントツール。

232
緊急6

ＣＯＤ
　Chemical Oxygen Demand、化学的酸素要求量。海域の汚濁の指標として用
いられ、水中の汚濁物質（有機物）を化学薬品（酸化剤）によって分解させ
たときに消費される酸素の量。

154

ＤＭＡＴ
　（Disaster Medical Assistance Team、ディーマット）災害急性期（おおむ
ね発災後48時間以内）に活動できる機動性を持つ、専門的な訓練を受けた医
師、看護師等で構成する災害派遣医療チーム。

111
緊急1

ＤＶ（ドメスティック・バ
イオレンス）

　配偶者や恋人など親密な関係にある、または、あった者からの暴力をい
う。（Domestic Violence　略称DV（ディーブイ））

212

ＧＡＰ
　Good Agricultural Practiceの略。農業生産活動の各工程の正確な実施、記
録、点検及び評価を行うことによる持続的な改善活動のこと。

113
312

ＧＩＳ
　（Geographic Information System、地理情報システム）地理的なさまざまな
情報に関連づけなどの処理を行い、データ化された地図として視覚的に表示
するシステム。

254
緊急9

ＧＰＳ機器

　（Global Positioning Systemの略）人工衛星の電波を利用して、現在位置を
正確に割り出すシステム。航空機や船舶の航行システム、自動車のカーナビ
ゲーションシステムなどに利用される。また携帯電話やPDAなどにも搭載さ
れている。

254
緊急9

ＨＡＣＣＰ（ハサップ）手法

　（Hazard Analysis and Critical Control Point）製造工程の各段階で発生する
可能性のある危害を予測・分析し、衛生管理上重要なポイント（加熱工程
等）を定め、これを連続的に監視することにより製品の安全を確保する衛生
管理手法。

113

　第１章　　　　　 ：第１章に掲載されています。
　三桁の数字　　　 ：第２章の該当する番号の施策の取組に掲載されています。

ＡＢＣ（アルファベット）

　緊急○、協創○　 ：第３章の該当する番号の選択・集中プログラムの取組に掲載されています。
　行政運営○　　　 ：第４章の該当する番号の行政運営の取組に掲載されています。

用語説明 



単語（事項等の名称） 解　　　　　説 掲載箇所

ＪＧＡＰ
　Japan Ｇood Agricultural Practiceの略で、日本の標準的なGAPとしてNPO法
人日本GAP協会が策定している。農薬、肥料の管理など、食の安全や環境保
全に関係する農作業について、明確な基準が定められている。

312

ＪＳＬカリキュラム
　外国人児童生徒が、一定期間、初期の日本語指導を終えた後、日本語指導
と並行して教科指導を実施するためのカリキュラム。

213
協創5

ＭＩＥＳ（ミエス）
　児童虐待の可能性のある子どもを早期に発見し見守ることを目的に開発さ
れた、むし歯のデータと生活習慣質問票を組み合わせた要保護児童スクリー
ニング指数のこと。（MIES：Maltreatment Index for Elementary Schoolchildren)

第1章
123

Ｍ－ＭＵＳＣＬＥ

　医療分野の学術面における国際連携を進めるために構築した県内の医療・
看護系等の大学の連携による国際医療技術連携体制（三重医療系大学サイエ
ンス・コラボレーション・リーグ；Mie Medical University Science
Collaboration League）の略称。

121
緊急3

ＭＭＣ卒後臨床研修セン
ター

　県内の医療に関わる人材の確保、育成および地域医療の充実に向け、研修
医や指導医、臨床研修病院等を対象に、臨床研修を円滑に実施するための事
業を実施する、県内の関係医療機関が共同して設立したＮＰＯ法人。

233

Ｍｙまっぷラン

　川口淳三重大学大学院工学研究科准教授が提唱する住民一人ひとりが津波
避難計画を作成するための手法。住民自らがシートの表面に住所や家族等の
連絡先、非常持ち出し品などを記入し、裏面の地図に避難場所や避難経路な
どを書き込むことで、津波避難を考えるツール（道具）となる。また、作成
を通じて家族や地域で課題を共有し、避難について考えるきっかけになり、
対策の検討に活用できる。

111
緊急1

ＮＯｘ・ＰＭ法

　「自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総
量の削減等に関する特別措置法」。自動車排出ガスの窒素酸化物（NOx）や
粒子状物質（PM）による大気汚染を防止するため定められた。県内では四日
市市、桑名市（旧多度町を除く）、鈴鹿市、木曽岬町、朝日町、川越町が対
策地域。

154

ＰＭ２.５（微小粒子状物
質）

　大気中に浮遊している2.5μm（１μmは１mmの千分の１）以下の小さな粒
子。PM2.5は非常に小さい（髪の毛の太さの1/30程度）ため、肺の奥深くま
で入りやすく、呼吸系への影響に加え、循環器系への影響が心配されてい
る。

154

ＲＤＦ
　ごみ固形燃料。ごみを固めた暖房や発電の燃料。ごみを選別、粉砕した後
に乾燥させ、圧力を加えて固めたもの。発熱量は石炭に近く、１ｋｇあたり
約4,000～5,000kcalである。

152
325

ＴＥＵ
　(Twenty-Foot Equivalent Unit):コンテナ船の積載能力を示す単位で、１TEU
は20フィートコンテナ１個分を示す。

351

アウトリーチ
　英語で｢手を伸ばすこと」を意味し、生涯学習の観点では、学校や公民
館、福祉施設等で出張講座や移動展示などを行うこと。

261
262

アウトリーチ（訪問支援）
　入院という形に頼らず地域で生活することを前提として、在宅精神障がい
者等の生活を、保健・医療・福祉の多職種チームによる訪問を中心とした活
動により支援していくこと。

142

アドバイザリーボード 　有識者によって構成され、提案や助言などをする委員会。

第１章
152
321
341
緊急7
緊急8

海女もん
　鳥羽・志摩地域の海女が採取した魚介藻類及びそれらを主な原材料とする
加工品につける共通ブランド名。

314

あ行



単語（事項等の名称） 解　　　　　説 掲載箇所

イクボス
　子育て等を行う職員の仕事と家庭の両立を支援し、応援、サポートしあう
職場環境づくりに取り組む上司のこと、および管理職の配置にあたって、そ
ういった姿勢を重視する取組そのもの。

212
231
緊急5

伊勢まだい
　「海藻」、「かんきつ」、「茶葉」の粉末を添加した飼料で一定期間飼育
された、鮮度保持力が高く、臭みや脂分が少なく美味しい三重県オリジナル
の養殖まだい。

緊急7

いなかビジネス
　中山間地域において、地域の農林水産物をはじめ自然、文化、人等の豊か
な地域資源を生かして取り組まれる、地域の活性化はもとより就業機会の創
出等にもつながる経済活動のこと。

第1章
254
緊急7

色落ちノリ
　ノリの栄養となる海水中の窒素やリンの濃度が低下することによって、茶
色や黄色に変色したノリのこと。色落ちしたノリは風味や商品価値が低下す
る。

311
緊急7

オープンイノベーション
　新技術・新製品の開発に際して、組織の枠組みを越え、広く知識・技術の
結集を図ること。一例として、産学官連携プロジェクトや異業種交流プロ
ジェクト、大企業とベンチャー企業による共同研究などが挙げられる。

321
325
協創3

介護予防・日常生活支援総
合事業

　要支援者や虚弱高齢者に対して、介護予防や配食・見守り等の生活支援
サービス等を市町の判断により総合的に提供できる事業

141

学校支援地域本部事業
　学校・家庭・地域が一体となって地域ぐるみで子どもを育てることを目的
として、学校支援地域本部を設置し、学校支援ボランティアが学校の教育活
動を支援する事業。

222

家庭的養護推進計画
　児童養護施設及び乳児院の小規模グループケア化及び地域分散化並びに里
親など家庭養護の推進のために取り組むべき具体的な方策を定めた、平成27
年度から15年間の計画。

第1章
233
緊急5

川下企業
　最終製品を製造・販売する産業を総称していう。反対に川上企業とは、川
下企業に対して加工サービスや部品の供給等を行う産業を総称していう。

322
331
緊急4
緊急8

環境基準
　環境基本法（1993）の第16条に基づいて、国が定める環境保全行政上の
目標。人の健康を保護し、生活環境を保全する上で維持されることが望まし
い基準。

154

関西圏営業戦略
　平成26年３月に策定した関西圏における三重の魅力の効果的な情報発信、
観光誘客、「食」の販路拡大につなげる営業展開の基本的な方向性等を示す
もの。

第1章
341
緊急7

企業の森
　企業が社会貢献・環境貢献の一環として行う森林づくり活動。伐採後植林
されず放置されたり、間伐等の手入れが遅れている森林を中心に、社員やそ
の家族が直接、又は森林組合等に委託して植樹や森林整備を行う。

313

機能保全計画
　効率的で効果的な漁港・漁場施設の更新を図るために実施する漁港・漁場
施設の老朽化状況を調べる機能診断の結果に基づく計画。

314

木の駅プロジェクト
　森林所有者や森林ボランティアが山に放置されている未利用間伐材を「木
の駅」に出荷し、その対価を地域通貨等で支払うことで、森林整備の促進と
地域経済の活性化を図る取組。

313
協創3

揮発性有機化合物
　トルエン、キシレン等の揮発性を有する有機化合物の総称であり、塗料、
インキ、溶剤（シンナー等）などに含まれるほかガソリンなどの成分になっ
ているものもある。

154
緊急10

共同受注窓口
　授産施設等の福祉就労事業所で働く障がい者の工賃引き上げと受注の拡大
を図るため、共同して受注、品質管理等を行う仕組み。

142
緊急6

緊急輸送道路

　大規模災害における人命の安全、被害拡大の防止、災害応急対策の円滑な
実施を図り、救助・救急・医療・消火活動及び避難者への物資の供給等に必
要な人員及び物資等の輸送を行うため、各地の防災拠点や避難地を連絡する
道路。

111
351
緊急1

か行



単語（事項等の名称） 解　　　　　説 掲載箇所

熊野古道アクションプログ
ラム

　熊野古道の価値を将来に向けて守り伝えることを目的に策定している、熊
野古道に関わる人々および関心を寄せる人々が、その保全と活用のために自
発的に活動するための指針。

252

クラウドファンディング
　インターネットを介して、寄付、購入、投資などの形態で、個人から少額
の資金を調達する仕組み。

323

グリーン・ツーリズム
　緑豊かな農山漁村地域において、その自然、文化、人びととの交流を楽し
む滞在型の余暇活動。

254
緊急7

グレーター・ナゴヤ・イニ
シアティブ協議会（ＧＮ
Ｉ）

　名古屋を中心に半径約100キロメートル圏内の県、市、産業界、大学、研
究機関が一体となり、海外から優れた企業・技術やヒト・情報を呼び込むた
め、平成18年２月に設立された国際的産業交流を促進する組織。

第1章
321
343
緊急8

経営所得安定対策
　食料自給率・自給力の向上を図ることなどを目的として実施される国の対
策で、米及び麦、大豆、飼料用米等の作物を生産する農業者に対し、交付金
が交付される。

312

研究コンソーシアム
　特定の研究テーマのもとに大学、研究機関やさまざまな企業などが集ま
り、協力しあって効果的、効率的な研究開発を展開する共同研究体のこと。

311
緊急7

減災ガイドライン
　台風・津波等自然災害の発生時に想定される県内の魚類養殖施設の被害を
減災するために、養殖施設の改良案を取りまとめたガイドライン。

314

コアな三重県ファン
　三重の持つさまざまな魅力や価値（県産品、観光地、ものづくりの技術な
ど）を理解し、自ら利活用している人。また、魅力等を他の者に薦めたいと
思っている人。

第1章
341
342
緊急7
協創4

高規格幹線道路
　自動車の高速交通の確保を図るため必要な道路で、全国的な自動車交通網
を構成する自動車専用道路。

第1章
351
緊急2

公共事業評価システム
　三重県が実施する公共事業の効率性及び透明性の一層の確保・向上を図る
ため、事業の実施前・実施中･実施後に行う一連の評価のしくみ。

行政運営8

高度部材
　原材料の純度、組織構造の高度な制御、加工成型技術で創られた優れた性
能・機能を持つ素材、部材、部品のこと。

321
343
緊急8

高度部材イノベーションセ
ンター（ＡＭＩＣ）

　平成20（2008）年３月に開所した財団法人三重県産業支援センターが管
理運営する施設。企業間の融合を図る結節点として、県や四日市市と連携
し、研究開発の促進、中小企業の課題解決支援、ものづくりを担う人材の育
成に取り組み、さらに平成22（2010）年３月の加工技術研究棟の整備によ
り、中小企業の加工技術力の向上を図っている。

321

子ども・子育て支援事業支
援計画

　幼児期の学校教育・保育の量の見込み、提供方法、実施時期及び子ども・
子育て支援の推進方策等を記載する市町子ども・子育て支援事業計画を支援
する県の計画。

232
緊急5

子ども・子育て支援新制度
　すべての子どもへの良質な成育環境を保障し、子ども・子育て家庭を社会
全体で支援するため、市町村を実施主体として、財源を給付・事業ごとに一
元化する制度。平成27年４月から本格施行。

221
232
緊急5

子ども支援ネットワーク

　いじめなどによって、安心して学び、生活することを阻害され、学習意欲
を奪われている教育的に不利な環境のもとにある子どもたちの学びを保障す
るため、子どもが生活の基盤を置く中学校区をベースとして、子どもと保護
者、地域住民等の多様な主体が一緒に取り組む組織。

221
協創1

個別の教育支援計画
　障がいのある子ども一人ひとりについて、乳幼児期から学校卒業後までの
一貫した長期的な支援計画を、学校が中心となり、関係機関と連携し、保護
者の参画や意見も取り入れながら作成する計画。

223

混載便
　異なる事業者の荷物を複数個積み合わせ、船便や空便のコンテナで輸送す
る方式。

314



単語（事項等の名称） 解　　　　　説 掲載箇所

里地里山保全活動計画
　三重県自然環境保全条例に基づく里地里山における自然環境の保全活動に
関する計画で知事が認定するもの。

153

資源管理計画
　国および都道府県が策定する指針に基づき、関係漁業者が魚種または漁業
種類ごとに、各々の自主的な取組を基本として作成する水産資源の管理計
画。

314

システム評価

　システム開発や再構築時に想定した目的や創出される効果が、運用後に期
待どおりに発揮されているかどうかを検証し、改善策に生かしていく取組
で、ＩＴ投資のＰＤＣＡサイクルにおけるＣ（評価）、Ａ（改善施策検討）
のプロセスに相当する。

行政運営7

社会的事業所
　障がいのある人もない人も共に働く、企業等への一般就労や授産施設等に
おける福祉的就労とは異なる、一定の社会的支援のもとに経済活動を行う事
業体。

142
緊急6

若年無業者 　15～34歳の非労働力人口のうち、家事も通学もしていない者。
331
緊急4

集約型都市構造

  人口の減少や超高齢社会などの社会情勢に対応するため、都市の無秩序な
拡散を抑え、多様な都市機能と公共サービスを拠点となる市街地に集約する
ことで、高齢者をはじめとするすべての人がくらしやすく、市街地を中心と
して内外の交流が進み、魅力ある都市空間となることを可能とする都市構
造。

353

出産・育児まるっとサポー
トみえ

　親と子及びその家族が、県内どの地域においても切れ目のない一定の水準
以上の母子保健サービスが受けられるなど、安心して子どもを産み、育てら
れ、子どもが健やかに育つ三重を実現するための、各市町の強みを生かした
新たな三重県の出産・育児支援体制。

232

小水力発電
　農業水利施設等における落差と流量を利用した、発電出力が数十kW～数
千kW程度の比較的小規模な水力発電のこと。

254
協創3

商品化等コーディネーター
　農林水産各研究所が保有する研究成果の商品化・実用化に向けた助言や情
報提供及び企業等とのコーディネートを行う外部人材。

311

初期適応指導教室
　来日間もない外国人児童生徒等に、一定期間集中した日本語指導や学校生
活への適応指導を行う機関。

協創5

シングルシードガキ
　1枚のホタテ貝の殻に数十個の幼生を付着させる従来の養殖方法ではな
く、浮遊幼生から稚貝に変態する際、カキ殻を粉砕した粉末に定着させるな
ど、手間をかけ１粒ずつ生産する高品質なマガキ。

314

森林施業プランナー

　小規模森林所有者の森林を取りまとめて、森林施業の方針や施業の事業収
支を示した施業提案書を作成して森林所有者に提示し、施業の実施に関する
合意形成を図るとともに、面的なまとまりをもった施業計画の作成の中核を
担う人材。

313

水田フル活用ビジョン
　地域の創意工夫を生かした水田活用作物の生産振興を図るため、県段階、
地域段階で作成されている設計図のこと。

312

水福連携
　漁協や漁業者等の水産分野と福祉的就労事業所等の福祉分野が連携して、
障がい者に対する就労機会の提供を図ること。

314
緊急6

スサビノリ 　現在、日本で養殖されている黒ノリの99％以上を占める品種。 緊急7

スポーツツーリズム
　旅先で観光とともにスポーツを楽しむ、あるいはスポーツ大会への参加と
ともに旅を楽しむなど、スポーツを通じた新たな魅力の創出、スポーツを核
とした交流のこと。

342
協創4

総合型地域スポーツクラブ
　子どもから高齢者まで、誰でも気軽に多種目のスポーツを楽しむことがで
きるよう、地域の人たちが主体的に運営するスポーツクラブ。

第1章
241

総合評価方式
　公共工事の入札方式で、公共工事の品質を確保する上で「価格」のみなら
ず、「受注者の技術力」も含め総合的に評価して契約者を決定する方法。

行政運営8

さ行



単語（事項等の名称） 解　　　　　説 掲載箇所

代替飼料
　世界的に高騰している魚粉の割合を減らし、その代わりに大豆油粕など植
物性原料や魚粉以外の動物性原料を配合して製造した飼料のこと。

314

多面的機能
　農林水産業が営まれることによって発揮される国土の保全機能、水源かん
養機能、自然環境の保全機能、良好な景観の形成機能、文化の伝承機能等の
こと。

254

地域活性化プラン
　「三重県食を担う農業及び農村の活性化に関する条例」に基づき、地域や
産地などを単位に策定される農業および農村の活性化のための活動プランの
こと。

254
312
緊急7

地域間幹線系統
　国の「地域公共交通確保維持改善事業」に基づく都道府県の協議会で認定
された複数市町村（平成13年３月31日当時の市町村）をまたぐ幹線バスの
系統。

352

地域ケア会議

　地域包括支援センター等が、介護・医療関係者、民生委員等を参集し、個
別ケースの支援内容の検討を行うとともに、この検討を通じて、高齢者に対
する自立支援に資するケアマネジメントの実践力を高め、多職種協働による
ネットワークの構築、地域課題の把握等を行う会議のこと。

141

地域高規格道路
　高規格幹線道路と一体となって高速ネットワークを形成し、地域相互の交
流促進や空港・港湾等のアクセス等に資する路線。

緊急2

地域水産業・漁村振興計画
　漁村地域を単位に水産業のあり方や漁村の活性化等についての方針を定め
た計画。

第1章
314
緊急7

地域包括ケア
　高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、医
療、介護、予防、住まい、生活支援サービスを切れ目なく提供する包括的な
支援。

141

地域包括支援センター

　高齢者の地域生活を支援するため、介護や介護予防のほか、保健・医療・
福祉、権利擁護、虐待防止などさまざまな問題に対して、総合的な相談およ
びマネジメントを担う地域包括ケアの中核機関。各市町または市町から委託
された社会福祉法人等が設置運営を行う。

141

チャイルドガーディアン

　犯罪被害から子どもを守ることを目的に、学校を始め、関係機関・団体と
警察の連携を強化し、統一的な活動の促進を行うために９名を警察署等へ配
置。地域の各機関・団体の活動を一体化し、組織力を結集の上、不審者情報
の集約、周知、見守り活動や合同パトロールの実施、地域安全マップの作成
等の活動を展開する。

第1章
131

長期優良住宅
   耐久・耐震・省エネ性に優れ、数世代にわたって暮らせる住宅で、配管等
の維持管理や間取りの変更などが容易にできるよう一定の措置が講じられた
住宅。

353

電子マニフェスト

　紙マニフェストに代えて、情報処理センターと排出事業者、収集運搬業
者、処分業者がインターネットを使用して、排出事業者が委託した産業廃棄
物の流れを管理する仕組み。紙マニフェストよりも、処理過程の透明化と業
務の効率化を図ることができる。

152
緊急10

特定漁港漁場整備計画
　漁場の生産力の回復及び水産資源の生息場の環境改善を図るために取り組
む底質改善、藻場及び干潟造成について定めた整備計画。

314

特定鳥獣保護管理計画
　野生鳥獣の科学的・計画的保護管理を行うための「鳥獣の保護及び狩猟の
適正化に関する法律」に基づく計画制度。増えすぎたり、減りすぎた動物の
種の地域個体群を特定し、適正な個体数に導くための計画。

第1章
153
254
緊急9

都市計画区域マスタープラ
ン

　正式名称を「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」といい、都市計
画法第６条の２の規定に基づき、都道府県が当該都市計画区域全域を対象と
して、広域的見地から、区域区分をはじめとした都市計画の基本的方針を定
めるもの。

353

た行



単語（事項等の名称） 解　　　　　説 掲載箇所

認定農業者
　農業経営基盤強化促進法に基づき、効率的で安定した経営をめざす農業経
営改善計画を作成し、市町村長の認定を受けた農業者。

312

農協出資型法人
　担い手が不足する地域等において、地域農業生産の維持・活性化、農地の
保全、新規就農者の育成・確保、雇用機会の創出等の課題に取り組むため、
農協が出資して設立した法人のこと。

312

農業版ＢＣＰ

　今後、発生が危惧される南海トラフ地震に備えるため、地震発生時に津波
等による大きな被害が想定される農業の復旧・復興に向け、被害の想定のも
とに、農業者や土地改良区、関係機関等が行っておくべき準備や復旧・復興
に向けた手順等を明確にした計画。

312
緊急1

農場ＨＡＣＣＰ
　農場にＨＡＣＣＰの考えを採り入れ、危害要因となる微生物や化学物質、
異物の混入などを防止するための管理ポイントを設定し、継続的に監視・記
録を行うことで、農場段階で危害発生をコントロールする手法のこと。

312

農地中間管理機構
　平成26年３月に施行された「農地中間管理事業の推進に関する法律」に基
づき、担い手への農地集積・集約化を加速させるため、農地中間管理事業を
行う法人として、都道府県段階で１つ設置された公的な機関のこと。

第1章
312

パーキングパーミット制度
　障がい者や妊産婦、けが人などで、歩行が困難な方に対して利用証を交付
することにより、車いす使用者用駐車区画等を利用しやすくし、外出を支援
することを目的とした制度。

協創5

パーソナルカルテ

　子どもおよび保護者が必要な情報（生育歴等）を記入して作成するファイ
ル。日常的な管理も本人・保護者が行い、学校や関係機関等から提供を受け
た情報（個別の教育支援計画、個別の指導計画、母子手帳、お薬手帳等）を
追加して綴じ込んでいくファイル形式。

第1章
223
緊急6

バイオリファイナリー
　石油化学に代わり、植物由来の資源からバイオ燃料やプラスチックなどの
化学製品を生み出す技術や生産設備のこと。

第1章
321
325
協創3

排出係数
　電気の供給1kwhあたりの二酸化炭素の排出量を示す指標であり、電気使
用量にこの排出係数を乗ずることにより、電気の使用に伴い排出される二酸
化炭素の量を算出する。

151

浜の活力再生プラン
　漁村の活性化を図るため、５年間で１割以上の漁業所得向上を目標とし、
目標を実現するための収入向上やコスト削減の取組などを地域自らが定めた
計画。

第1章
314
緊急7

非構造部材
　柱、梁、壁、床等の構造設計の主な対象となる部材以外の天井材、内・外
装材、照明器具、設備機器、窓ガラス、家具等。

第1章
224
緊急1

ビッグデータ

　数百テラ（1兆）バイトからペタ（1,000兆）バイト級の膨大なデジタル
データの集積のこと。ビッグデータには従来の定型化したデータ以外に、ブ
ログやまたは、FacebookやTwitterといったSNS(ソーシャル・ネットワーキン
グ・サービス)からの文字、数字、図表、画像、音声、動画など、さまざま
なタイプのデータが含まれる。従来、こうした大容量データは取り扱い自体
が困難であったが、データ管理テクノロジ―の進化と低価格化により、効率
的、効果的な処理・活用が可能になり、ビッグデータの解析から得た知見
を、マーケティングなど企業経営や新しいビジネスの創造に活かそうという
動きが活発化している。

311
323
協創3

人・農地プラン

　農業者の高齢化や担い手不足が懸念される中、地域や集落の話し合いに基
づいて、市町が地域農業の中心となる経営体への明確化や経営体への農地集
積のルールづくり、将来ビジョンなどを定める計画で、国がすべての市町で
の策定を推進している。

312

複合養殖 　単一の魚種ではなく、複数の魚種を飼育する養殖形態のこと。 314

な行

は行



単語（事項等の名称） 解　　　　　説 掲載箇所

豚流行性下痢（ＰＥＤ）

　ウィルスによる水様性下痢を主徴とする豚の伝染病で、病気を発見したと
き、家畜伝染病予防法の規定に基づき、都道府県知事に届出が必要となる届
出伝染病の１つ。この病気は、人には感染しない（Porcine Epidemic Diarrhea
の略）。

312

フードコミュニケーション
プロジェクト

　農林水産省が食品事業者や消費者等の協働により、フードチェーン全体の
食品事業者の取組の「見える化」を進め、事業者と消費者の相互理解による
信頼の向上に取り組むプロジェクトのこと。

311

文化交流ゾーン
　三重県総合博物館の開館を契機として、新たに魅力あふれる「県民の学
び・体験・交流の場」となるよう発展をめざす、県立美術館を含めた県総合
文化センター周辺地域のこと。

261

糞粒法 　森林内に生息するニホンジカの個体数推定に糞粒を利用する方法。 153

ペイジー標準帳票
　公共料金、税金などの各種料金をパソコン、携帯電話、ATMなどを利用し
て支払うことができる電子決済サービス（ペイジー収納サービス）に対応し
た納付書の標準的な様式のこと。

行政運営4

ベイズ推定法
「糞粒法」による調査結果に、捕獲数や狩猟における出合数（目撃情報）等
の複数の因子を加味して、総合的に個体数を推計する方法。

153

マザー工場
　単なる量産工場ではなく、開発、量産試作などの機能を備え、他の工場に
対しての技術指導や支援能力を持つなど、高い付加価値を有する施設をい
う。

第1章
321
緊急8

まなびのコーディネーター

　放課後や休日等に、各地域で子どもたちが学習や体験活動等ができる機会
（子どもの「学び場」）の調整役。子どもたちに育みたい力を養う活動計画
を立てたり、子どもたちに関わる地域の方々に、それらを浸透させたりする
役割を担う。

221
協創1

三重が魅力ある地域である
と感じる人

　首都圏等における県のアンケート調査において、「県産品を購入した
い」、「観光目的で来県したい」、「本県で居住したい」、「本県で立地・
操業したい」という回答や、「本県の『歴史』、『文化』や『街並み・建造
物』などに対して『独自性』や『愛着』等を感じる」と回答した人のこと。

341

みえ企業等防災ネットワー
ク

　民間企業・団体、行政、大学等で構成し、企業等の自然災害に対する被害
の軽減や復旧の迅速化をめざすことを目的に、平成２２年度に設置された
ネットワーク。事務局を三重大学に置き、企業防災力の向上や地域社会との
連携の構築など、企業と地域の防災力を高めるための活動を実施している。

111
緊急1

みえグリーンイノベーショ
ン構想

　今後の成長分野である「環境・エネルギー関連分野」における新技術・新
製品の開発をめざす県内企業のネットワークづくりの支援をベースにして、
研究開発の促進、事業化促進、販路・市場拡大、ひとづくり、設備投資およ
び立地の促進等の取組を連携させて、環境・エネルギー関連産業の集積・振
興を図ることをねらいとした構想。

協創3

三重県営業本部
　県産品等の認知度向上と販売促進等に取り組むために設置した、知事を本
部長とする組織。

341

三重県漁業担い手対策協議
会

　担い手確保に関する連携強化や情報共有、効率的かつ効果的な担い手支援
のあり方の検討を行うため、関係市町、県農林水産支援センター、漁連等水
産系統団体、水産高校及び県を構成員として設置した協議会。

314
緊急4

三重県住生活基本計画
　本県がめざす住生活の将来像の実現に向け、住生活に関する基本方針と実
現の方向を定め、総合的に施策を推進していくための計画。

353

三重県水産業・漁村振興指
針

　平成24（2012）年度を初年度とし、10年先の希望ある三重県水産業・漁
村のめざす姿を明確にし、漁業者や水産関係団体、市町、県などが共有・連
携して取り組む施策と目標を明らかにするとともに、県民の皆さんをはじめ
とするさまざまな主体が、県民力による協創によって希望ある三重県水産
業・漁村を実現していくためのガイドラインとして作成された計画。

314
緊急7

三重県耐震改修促進計画
　地震による住宅・建築物の被害を軽減し、県民の皆さんの生命や財産を守
るため、住宅及び多数の者が利用する建築物の耐震化の目標や具体的な取組
を定めた計画。

111
緊急1

ま行



単語（事項等の名称） 解　　　　　説 掲載箇所

三重県地域医療支援セン
ター

　平成24（2012）年５月、県内の医師の地域偏在の解消を目的に、県庁に
設置され、あわせて分室が三重大学内に設置。県内の医療機関や医師会、市
町、三重大学等と連携して、若手医師のキャリア形成支援と医師不足病院に
おける医師確保支援を一体的に行う仕組みづくり等の取組を推進。

第1章
121
緊急3

三重県版小規模事業所向け
環境マネジメントシステム
（Ｍ－ＥＭＳ：ミームス）

　三重県の小規模事業所向け環境マネジメントシステム。国際規格と比べて
取り組みやすく、費用負担の少ない制度となっており、幅広い県内事業者の
環境負荷低減取組を促進することを目的とする。平成16年9月から運用を開
始。

151

みえ広域スポーツセンター
　総合型地域スポーツクラブをはじめとする地域スポーツを推進するため、
三重交通Ｇ スポーツの杜 鈴鹿（三重県営鈴鹿スポーツガーデン）内に設置
した県の機能。

241

みえ　子ども　スマイル
ネット

「子ども・思春期」「若者／結婚」「妊娠・出産」「子育て」の各分野ごと
に、切れ目のない支援や取組をわかりやすく情報発信することを目的とし
て、平成27年2月に開設された少子化対策総合ウェブサイト（愛称：「みえ
子ども スマイルネット」）。スマートフォン等のスマートデバイスに対
応。

231
232

みえジビエ

　三重県内で捕獲、解体処理された野生のニホンジカ、又はイノシシの肉の
うち、人の食用にするもので、「みえジビエ登録制度」に登録された野生獣
解体処理施設において、「みえジビエ品質・衛生管理マニュアル」に基づき
解体処理されたもの。

第1章
254
緊急9

みえジビエ登録制度
「『みえジビエ』品質・衛生管理マニュアル」に沿った野生獣肉であること
を明確にするため、野生獣肉を取り扱う解体処理施設・加工品製造施設・飲
食店・販売店を対象に登録基準に適合する事業者を登録する制度。

第1章
254
緊急9

「みえ地物一番」キャンペーン

　県産食材を一番に優先するという思いを込め、県産食材に親しむ機会を増
やし地産地消を進めるための県独自キャンペーン。家庭の日である毎月第３
日曜日とその前日を「みえ地物一番の日」とし、協賛事業者がPRを展開して
いる。参加事業者数：896事業者（平成26年３月末現在）。

311

みえ“食発・地域イノベー
ション”創造拠点

　食品関連分野におけるイノベーションの創出や、高付加価値商品の開発な
どを支援することを目的とした研究開発拠点（三重大学と三重県工業研究所
の２カ所を整備）で、県内の食品関連企業が産学官連携や農商工連携を通じ
て活用することを目的とする。

324
緊急7

みえセレクション
　県内で生産される農林水産物、食品、酒類等において、特徴ある優れた産
品を選定し、県が大都市圏などに情報発信することで県産品の販売拡大を目
的とした制度。

311
緊急7

みえフードイノベーション

　県内の農林水産資源を活用し、生産者や食品産業事業者、ものづくり企業
等の多様な業種や、大学、研究機関、市町、県などの産学官のさまざまな主
体の智恵や技術を結集し融合することで、地域が抱える課題を解決し、新た
な商品やサービスを革新的に生み出す仕組みのこと。

311
緊急7

みえフードイノベーショ
ン・ネットワーク

　みえフードイノベーションを具体的に進めるために立ち上げる、異業種・
産学官によるネットワークのこと。

第1章
311
緊急7
緊急9

みえ防災コーディネーター

　県が育成している防災人材。平常時は地域や企業等で防災コーディネー
ターとして自主的に啓発活動などを行い、災害時は公的な組織と協働して復
旧・復興活動を支援するための十分な意思・知識・技能を有することを目的
としている。

111
緊急1

ミッシングリンク 　幹線道路などの交通ネットワークの欠落区間。
第1章
351
緊急2

メガソーラー
　出力1メガワット(1000キロワット)以上の大規模な太陽光発電。発電所建
設には広大な用地を必要とするが、再生可能エネルギーの基幹電源として期
待されている。

第1章
255
325
協創3



単語（事項等の名称） 解　　　　　説 掲載箇所

メタンハイドレート
　永久凍土層や深海下の地層等、低温高圧の条件の下で存在するメタンガス
と水が結晶化した固体の物質で、分解してガス化することで次世代のエネル
ギー資源として注目されている。

第1章
321
325
協創3

ライフイノベーション

　医療・健康・福祉分野で、新しい技術や考え方を取り入れて新たな価値を
生み出し、社会的に大きな変化を起こすことをいい、革新的な医薬品、医療
機器、医療・介護技術等の研究開発の促進や関連産業の活性化をめざすも
の。

第1章
321
322
343
緊急8

漁師塾
　若者などの水産業への就業・就労を促進するため、漁業技術の研修等を通
じて人材育成や就業支援を行う育成機関。

314
緊急4

レッドデータブック
　絶滅のおそれのある野生動植物の種をリストアップし、現状および保護対
策をまとめた報告書。

第1章
153

６次産業化
　１次産業が、加工（２次産業）や流通販売（３次産業）などを自己の経営
に取り入れたり産業間の連携を図ったりすることにより業務展開している経
営形態をあらわす言葉。

312
緊急7

路面性状調査
　道路舗装の状態を把握するために必要となる｢ひび割れ｣、｢わだち掘れ｣、
｢平坦性｣を測定する調査。これにより道路舗装の管理指標が算出される。

351

ら行


